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第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この要領は，母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和３９年法律第１２９号。以下

「法」という。），母子及び父子並びに寡婦福祉法施行令（昭和３９年政令第２２４

号。以下「令」という。）及び新潟市母子及び父子並びに寡婦福祉法施行細則（平成

８年新潟市規則第７号。以下「細則」という。）に基づき実施する母子福祉資金，父

子福祉資金及び寡婦福祉資金（以下「母子福祉資金等」という。）の貸付業務の円滑

かつ適正な運用を図るために定める。 

第２章 貸付事務 

（貸付けの相談） 

第２条 貸付の相談は，区役所健康福祉課長が行うものとする。 

２ 貸付の相談を受けた区役所健康福祉課長は，事情を聴取し，申請資格要件及び必要書

類等について相談者に指導する。 

 （貸付けの申請） 

第３条 申請者は，母子父子寡婦福祉資金貸付申請書（細則別記様式第１号。以下「貸付

申請書」という。）に細則第２条第２項で規定する書類を添付し，区役所健康福祉課

長へ提出するものとする。ただし，修学資金及び就学支度資金以外の資金に係る申請

については，住所地を所管する区役所健康福祉課長へ提出しなければならない。 



２ 貸付申請書の受付期限は，毎月２５日とする。ただし，その日が国民の祝日に関する

法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日，土曜日，日曜日に当たるときは，

その前日とする。 

（添付書類） 

第４条 細則第２条第２項に規定する書類は，別表に掲げる書類とする。 

２ 申請者が複数の資金を同時に申請する場合は，添付書類の写しを利用することも可と

する。ただし，その際は，原本の所在を明らかにし，原本を添付した貸付申請書と，

原本の添付先を記載した写しを添付した貸付申請書とする。原本を添付した資金の償

還が完了したときは，他方資金の写しと差し替えておくこと。 

 （貸付申請書の受理，審査） 

第５条 区役所健康福祉課長は，申請者から貸付申請書を受理したときは，記載内容及び

添付書類を確認の上，申請者の資格要件，貸付の必要性，家庭状況，連帯保証人の状

況，事業計画，償還計画及び公租公課の滞納の有無等について，次条の規定により十

分審査するものとし，現地調査を行う等，審査の厳正を期すこと。また，貸付申請書

及び添付書類は次の事項を確認すること。 

 （１） 貸付申請書の記載内容の適否 

 （２） 添付書類の有無及び内容の適否 

 （３） 貸付資格の有無 

 （４） 連帯保証人の保証能力の有無 

 （５） 資金の種類及び金額の適否 

 （６） 同種の資金を他から借り受けの有無 

 （７） 公租公課の滞納の有無 

２ 連帯債務を負担した借主（以下「連帯借主」という。）がいる場合には，連帯借主

に進学等の意思，目的及び卒業後の進路を確認し，借主と同様に返済の義務があるこ

とを十分に承知させるため，申請受付時に申請者とともに面接し，同意書（別記様式



第３号）及び重要事項確認書（別記様式第４号）に署名させること。ただし，小学校

及び中学校の貸付申請の場合は，面接不要とする。 

３ 令第９条第１項（令第３１条の７及び令第３８条において準用する場合を含む。）及

び次の各号のいずれかに該当する場合は，一人以上の連帯保証人を立てなければなら

ない。 

（１） 申請者が就労していないとき又は生活保護を受給しているとき。 

（２） 申請者及び連帯借主が，既に本貸付制度の借主又は連帯保証人になっている

場合で，その貸付金の未償還額と申請しようとする貸付金の合計額が８００万円を

超えるとき。 

（３） 事業開始資金及び事業継続資金の申請のとき。 

４ 令第８条第４項，令第３１条の６第４項，令第３７条第４項及び前項に規定する連

帯保証人の要件は次に定めるものとする。 

（１） 償還金の返済能力があること。 

（２） 申請時の年齢が２０歳以上６０歳未満であり，償還終了時において，おおむね

６４歳以下であること。 

（３） 原則として親族とし，借主の借り受けについて連帯して債務を負う意思が確実

であること。やむを得ず知人等を連帯保証人とする場合は，交流の状況を十分に調査

して，単なる借入名目上だけの連帯保証人とならないように注意すること。 

（４） 申請者と同一生計に属するものでないこと。 

（５） 原則として市内に住所を有すること。ただし，やむを得ない事由により市内に

住所を有する連帯保証人が確保できない場合は，管理可能な範囲で市外に居住する者

を連帯保証人とすることができる。 

（６） 租税の滞納がないこと。 

（７） 資金の貸付に関する利害関係者ではないこと。ただし，児童又は子等が申請者

である場合はこの限りでない。 



（８） 連帯保証人が外国人である場合は，前各号に掲げるもののほか，次のアからウ

までのいずれにも該当すること。 

ア 日本国内に住所登録が行われていること。 

イ 現住地に６か月以上居住していること。 

ウ 永住の見込みがあること。なお，永住の見込みについては，本人の申し立てで差 

し支えないものとする。 

５ 連帯保証人の責務を承知させるため，面接により連帯保証人本人の意思を確認し，

同意書及び重要事項確認書に署名させること。なお，市外に居住している等で面接が

困難な場合は，連帯保証人本人が署名した同意書及び重要事項確認書を申請者が連帯

保証人に代わって提出し，後日，電話等で連帯保証人本人の意思を確認すること。 

６ 審査の結果については，母子父子寡婦福祉資金貸付申請者調書（別記様式第７号。以

下「申請者調書」という。）を作成し，貸付申請書に添付すること。 

７ 事業開始資金，事業継続資金，技能習得資金（自動車運転免許取得の場合を除く。）， 

住宅資金，医療介護資金及び生活資金の貸付申請の場合は，貸付審査会を開催し，貸

付の適否について十分に検討すること。 

なお，他の資金の貸付申請であっても，申請内容に疑義がある場合や特に必要と認

められるときには，貸付審査会を開催して貸付の適否を審査するものとする。 

８ 貸付審査会の構成員は，こども家庭課長，こども家庭課長補佐，こども家庭課給付管

理係長，こども家庭課貸付担当者及びその他こども家庭課長が必要と認めた者（母

子・父子自立支援員等）とする。 

９ 貸付審査会では，貸付申請書，添付書類及び申請者調書等により，申請資格の有無，

貸付金額，貸付期間の適否，貸付効果の有無，連帯保証人の適否及び償還能力等につ

いて審査すること。また，添付書類以外に必要と認められる資料については，申請者

にこれを求めることができる。 

１０ 事業開始資金及び事業継続資金の貸付審査会においては，市が指定する専門機関か



ら必要に応じて意見書を求め，審査上参考とすること。 

１１ 貸付審査会の審査結果については，母子父子寡婦福祉資金審査会意見書（別記様式

第８号）を作成し，区役所健康福祉課長へ通知すること。 

 （貸付の基準） 

第６条 資金は，原則として次の各号に該当する場合には，貸し付けないものとする。 

（１）共通事項 

ア 申請者に相当の収入があり，既に経済的自立を達成していると思われるとき。 

イ 事業開始資金，事業継続資金，住宅資金等生計の維持に係る申請の場合で，申請

者が生計の中心者ではないと思われるとき。 

ウ 申請者が償還終了時に７１歳以上になるとき。ただし，修学資金等児童又は子等

が連帯借主となる資金の場合はこの限りでない。 

 エ 申請者に公租公課等（支出状況申出書（別記第５号様式）の範囲に限る。）の滞

納があるとき。ただし，租税以外の滞納については，速やかに滞納解消できる場合

はこの限りでない。この場合において，区役所健康福祉課長は各関係課に滞納状況

及び償還計画について確認すること。 

 オ 必要以上の経費であると思われるとき。 

カ 申請者が同種の資金を他から借り受けているとき。ただし，事業開始資金，事業

継続資金，住宅資金又は結婚資金の場合はこの限りでない。 

 キ 同一の資金を再度借り受けようとする者が，すでに借り受けた資金の償還を終え

ていないとき。ただし，災害その他やむを得ない事情があると認められる場合はこ

の限りでない。 

 ク 申請者が貸付資金を申請目的以外に使用すると思われるとき。 

ケ 過去に借り受けた資金の償還中で滞納がある等，貸付金の償還が不可能と思われ

るとき。 

 コ 同一家庭に対し，事業開始資金，事業継続資金，技能習得資金，若しくは児童を



除く就職支度資金を同時に貸し付けるとき，又は修学資金及び修業資金を同一の児

童に対し同時に貸し付けるとき。 

 サ 修学資金，修業資金，就職資金（児童の場合に限る。）及び就学支度資金に係る

申請の場合は，連帯借主が貸付金を借り受けることを了承していないとき。 

 シ 借主（連帯借主がいる場合においては，借主及び連帯借主）が外国人であって，

次の（ア）から（ウ）までのいずれにも該当する場合 

   （ア） 市内に住民登録が行われていないこと。 

   （イ） 現住地に６か月以上居住していないこと。 

   （ウ） 永住の見込みがないこと。なお，永住の見込みについては，本人の申立て

で差し支えないものとする。 

（２） 個別事項 

ア 事業開始資金，事業継続資金 

（ア） 人物面及び事業面での信用が薄いと思われるとき。 

   （イ） 申請者が事業経営の主体でないとき。（会社との雇用関係がある保険外交

員等の場合や家族が事業経営の主体である場合等については対象外とする。） 

 （ウ） 適正な自己資金（現に所有する現金，預金等で他からの借入は含めない。）

を有していないとき。必要経費総額が貸付限度額を超える場合には，当該事業の

必要経費総額と本資金との差額の５０％の額，又は必要経費総額の１０％の額の

いずれか高いほうの額以上の自己資金を有すること。必要経費総額が貸付限度額

内である場合は，必要経費総額の１０％以上の自己資金を有すること。 

 （エ） 事業の知識，技術，経験がないため成功の見通しが困難と思われるとき。 

     （オ） 申請事業と同種の事業に１年以上の従事経験がないとき。（以前の雇用主

等からの証明，確認等により経験年数を確認すること。） 

（カ） 経営委譲，権利譲渡等の形態によって事業を開始する場合にあっては，当

該店舗が３年以上安定して経営された実績が無いとき。 



    （キ） 事業内容，事業場所が，社会的批判やトラブルのもととなると思われる等，

適当でないと思われるとき。 

  （ク） 事業が児童の健全育成に支障を及ぼすと思われるとき。 

  （ケ） 事業の規模からみて新たな貸付けを必要としないと思われるとき。 

  （コ） 貸付金を事業等から生じた借財の返済に当てると思われるとき。 

    （サ） 従来の事業成績からみて，今後の事業計画の遂行が困難であると思われる

とき。 

  （シ） 事業計画が粗雑又は具体性が乏しく，妥当性を欠いていると思われるとき。 

  （ス） 事業経営者としての自覚に欠け，貸付金の償還計画に的確性がないとき。 

（セ） 事業開始資金について，既に事業を始めてしまったとき。 

（ソ） 事業のための工事に着手したとき。 

（タ） 事業継続資金について，２回以上貸付けを受けようとするとき。ただし，

前回の貸付け後相当期間を経過し，特に必要があると認められる場合は貸し付け

ることができる。 

   （チ） 許認可を必要とする事業において，当該許認可を受ける見通しがなく，不

法営業の恐れがあるとき。 

   （ツ） 事業計画の妥当性を判断し，また経営者としての自覚を促し，健全な事業

経営への指針を示すために市が指定する専門機関において経営相談及び指導を受

けることなく申請を行うとき。 

 イ 修学資金 

  （ア） 健康が優れず卒業の見込が困難と思われるとき。 

  （イ） 学業成績不良又は品行不良のとき。 

   （ウ） 日本学生支援機構の奨学金及び他の貸付制度から学資の貸与を受けている

とき。ただし，日本学生支援機構及び他の貸付制度の限度額と母子福祉資金等の

限度額に差がある場合は，差額を限度として貸し付けることができる。また，児



童が１８歳に達する日以後の最初の３月３１日を経過したことにより児童扶養手

当等を受けられなくなった場合には，令第７条第３号ただし書及び令第３１条の

５第３号ただし書の規定により児童扶養手当の額を限度として貸し付けることが

できる。 

ウ 技能習得資金，修業資金 

  （ア） 技能習得又は修業の業種が適当でないと思われるとき。 

  （イ） 年齢，健康，技力等から技能習得又は修業の見込が薄いと思われるとき。 

   （ウ） 学校教育法第１３４条に定める各種学校であるが，事業を開始し，又は，

就職に必要な知識，技能を修得させることを目的としないもの（申請者の趣味等

によるもの，予備校等）であるとき。 

  エ 住宅資金 

（ア） 申請者が現に居住し，かつ，今後も引き続いて居住すると認められないと

き。 

（イ） 不必要な増改築であると思われるとき。 

 （ウ） 物置，車庫等の付属建築物の増改築であるとき。 

 （エ） 間貸し，店舗開設のための増改築であるとき。 

 （オ） 既に工事に着手しているとき。 

 （カ） 貸付申請額の２割以上の自己資金を用意できないとき。 

 （キ） 資金計画が粗雑で償還計画に的確性がないとき。 

 （ク） 住宅の新規取得の場合で，自らが居住しないとき。 

   （ケ） 土地又は借地権の取得の場合で，住宅の新規取得に付随するものでないと

き。 

  （コ） 関係法令に違反する住宅であるとき。 

 オ 医療介護資金 

  （ア） 長期療養（おおむね１年以上）を要する疾病又は負傷であるとき。 



  （イ） 公的扶助の対象となっている医療費であるとき。 

  （ウ） 療養後，復職の見込がないとき。 

カ 就職支度資金 

   自動車の購入のための申請については，通勤に必要と認められないとき。 

 キ 生活資金 

      配偶者のない女子になって７年未満の者に対する貸付については，次の（ア）か

ら（エ）までのいずれにも該当する場合 

 （ア） 既に定期的な収入があり生活が安定していると認められるとき。 

  （イ） 具体的な生活設計がない等自立への意欲が認められないとき。 

  （ウ） 早期に自立する見込が立たないとき。 

  （エ） 生活保護を受給しているとき。 

 （貸付の決定） 

第７条 貸付の決定は，市長が行う。 

２ 細則第４条の規定により貸付を決定したときは，母子父子寡婦福祉資金貸付決定通知

書（別記様式第９号。以下「貸付決定通知書」という。）により，貸し付けないこと

を決定したときは，母子父子寡婦福祉資金貸付不承認決定通知書（別記様式第１０号）

により，申請者に通知するものとする。 

 （借用書の提出及び受理） 

第８条 借主は，細則第５条の規定により母子父子寡婦福祉資金借用書（細則別記様式第

１２号。以下「借用書」という。）を指定された期日までに提出すること。 

２ 借用書の記載内容及び添付書類は，次の各号に留意して受理すること。 

 （１） 借主（連帯保証人がいる場合においては，借主及び連帯保証人）の印鑑証明書

が添付されており，貸付申請書及び借用書の印影が同じであること。 

 （２） 借主（連帯借主及び連帯保証人がいる場合においては，借主，連帯借主及び連

帯保証人）の住所及び氏名が自署されていること。 



３ 児童が修学資金，修業資金，就職資金及び就学支度資金の申請者となる場合は，細則

第５条第３項の規定により，法定代理人の同意書（細則別記様式第１４号）を添付し

なければならない。 

 （貸付金の交付） 

第９条 貸付金は，借用書の提出があった後に交付する。 

２ 貸付金の交付は，借主が申請時に届け出た口座へ振り込むものとする。 

３ 貸付金は，次の各号に規定する交付月の末日（１２月にあっては，２８日）に交付す

るものとする。ただし，その日が国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８

号）に規定する休日，土曜日，日曜日の場合は，その前日に交付するものとする。 

 （１） 継続交付される資金の交付月 

資 金 の 種 類 交付回数 交 付 月 

修 
学 

高 校 年４回 ４月（４～６月分），７月（７～９月分） 
１０月（１０～１２月分），１月（１～３月分） 

高校以外 年２回 ４月（４～９月分），１０月（１０～３月分） 

技 能 習 得 年２回 ４月末（４～９月分），１０月末（１０～３月分） 

修 業 年２回 ４月末（４～９月分），１０月末（１０～３月分） 

生 活 年４回 ４月末（４～６月分），７月末（７～９月分） 
１０月末（１０～１２月分），１月（１～３月分） 

  （２） その他の資金の交付月  

貸付決定月に一括交付 

  （３） 区役所健康福祉課長は，年度をまたがって貸付する場合（修学資金，技能習得

資及び修業資金に限る。）において，毎年４月に，母子父子寡婦福祉資金現況届につ

いて（別記様式第１１号）を借主に送付し，６月の指定された期日までに対象児童又

は子等の在学証明書を添付して提出させ，就学状況を確認すること。 

  （４） 借主が正当な理由がなく前号に規定する証明書を提出しないときは，貸付金の

交付を一時差し止めることができる。 

  （完了届） 



第１０条 区役所健康福祉課長は，事業開始資金，事業継続資金，住宅資金又は医療介護

資金を貸し付けた場合において，借主が貸付の対象となった事業等を完了した後，速

やかに完了届（別記様式第１２号）に次の各号に該当する書類を添付し提出させるも

のとする。ただし，医療介護資金の場合は，据置期間が経過する前までに提出させる

こと。 

（１） 事業開始資金，事業継続資金 

 ア 資金の使途がわかる領収書 

イ 事業開始資金の場合は事業が開始されていることを証する書類 

（２） 住宅資金 

 ア 資金の使途がわかる領収書等 

イ 家屋等竣工写真 

（３） 医療介護資金 

医療機関等の領収書の写し 

２ 前項第１号及び第２号の規定により借主から完了届が提出された場合は，現地確認を

行うものとする。 

  （貸付条件等の変更，異動等） 

第１１条 区役所健康福祉課長は，貸付後の変更及び異動が生じた旨，借主より次に掲げ

る書類の提出があった場合は，内容を審査し，結果を通知すること。 

（１） 貸付の増額 

令第７条第３号ただし書若しくは同条第５号かっこ書の規定による加算（修学資金

若しくは修業資金）又は細則第６条の規定による増額（修学資金，技能習得資金，修

業資金若しくは生活資金）について，借主から母子父子寡婦福祉資金増額貸付申請書

（細則別記様式第１５号）が提出され，その理由が適当であると認めたときは，母子

父子寡婦福祉資金増額貸付決定通知書（別記様式第１３号）により借主に通知するも

のとする。この場合において，貸付金の増額分の額に相当する借用書（細則別記様式



第１５号の２）を提出した後に資金を交付するものとする。 

（２） 貸付の辞退又は減額 

ア 借主から母子父子寡婦福祉資金貸付辞退（減額）申出書（細則別記様式第１７号）

が提出され，その理由が適当であると認めたときは，母子父子寡婦福祉資金貸付減

額（停止）決定通知書（別記様式第１４号）により借主に通知するものとする。 

イ 貸付を辞退した借主に対する貸付金の償還は，辞退の日から６か月の措置期間

を経過した後に開始する。ただし，修学資金等の貸付を受けて就学している者が，

修学の途中において修学資金を辞退した場合で，退学することなく就学している

ときは，その者が卒業後６か月の措置期間を経過した後とする。 

（３） 貸付の停止 

ア 令第１２条（令第３１条の７及び令第３８条において準用する場合を含む。）

の規定による貸付停止の理由が生じたときは，借主に停止理由が確認できる書類

を添付した母子父子寡婦福祉資金貸付停止理由発生届（細則別記様式第２４号）

と母子父子寡婦福祉資金貸付停止理由発生届内容補完届（別記様式第１５号）を

提出させ，その理由が生じた日の属する月の翌月から貸付を停止し，母子父子寡

婦福祉資金貸付停止決定通知書（別記様式第１６号）により借主に通知するもの

とする。 

イ 借主が令第１３条各号（令第３１条の７及び令第３８条において準用する場合

を含む。）に掲げる場合のいずれかに該当したことにより貸付停止を決定したと

きについても，アと同様に通知するものとする。 

（４） 連帯保証人の変更 

借主から連帯保証人の死亡又は転居等により連帯保証人変更申請書（細則別記様式

第２８号）の提出があったときは，新たな連帯保証人の印鑑登録証明書，所得証明書，

納税証明書，同意書及び重要事項確認書を添付させ，連帯保証人として適当か否かを

審査し，その変更を承認するときは，連帯保証人変更承認通知書（別記様式第１７号）



により借主に通知するものとする。 

（５） 据置期間の延長 

      令第８条第５項，令第３１条の６第５項又は令第３７条第５項の規定による据置期

間の延長を借主が希望した場合は，母子父子寡婦福祉資金据置期間延長申請書（細則

別記様式第１６号）に市町村長が発行するり災証明書を添付し提出させ，      

延長が適当か否かを審査し，承認したときは，母子父子寡婦福祉資金据置期間延長承

認通知書（別記様式第１８号）を，不承認としたときは，母子父子寡婦福祉資金据置

期間延長不承認通知書（別記様式第１９号）を借主に通知するものとする。 

（６） 氏名・住所の変更 

ア 借主，連帯借主又は連帯保証人が氏名又は住所を変更したときは，氏名（住所）

変更届（細則別記様式第２６号）を提出させるものとする。 

イ 借主が，市外に住所変更しようとする場合は，貸付金の未償還額について努め 

て繰上償還をするよう指導するものとする。 

（７） 死亡届 

ア 借主の死亡届（細則別記様式第２５号）が提出されたときは，死亡の事実 を証

する書類及び次に掲げる書類を提出させるものとする。 

      （ア） 継続して資金を借受中で，法第１３条第３項（法第３１条の６第３項及び

法第３２条第２項において準用する場合を含む。）の規定により引き続き貸付

を希望する場合 母子父子寡婦福祉資金貸付停止理由発生届及び母子父子寡婦

福祉資金貸付停止理由発生届内容補完届 

     （イ） 前号以外の場合 償還免除の規定する者を除き，母子父子寡婦福祉資金

債務継承届（別記様式第２０号） 

    イ ア（ア）の場合においては，連帯借主を借主として貸し付けるものとし，第３

条第１項及び第４条の書類を提出するものとする。この場合において，令第９条第

１項（令第３１条の７及び令第３８条において準用する場合を含む。）の規定によ



り連帯保証人を立てなければならない。 

    ウ イの書類の提出により，貸付を決定したときは，貸付決定通知書により借主に

通知するものとする。この場合において，借主及び連帯保証人は借用書に印鑑証明

書を添付し提出しなければならない。 

  エ 借主が死亡したときの貸付金の償還は，債務継承者に行わせるものとする。 

第３章 償還事務 

（償還開始通知） 

第１２条 区役所健康福祉課長は，償還が開始される２か月前に，申請時に届け出た納付

者に，母子父子寡婦福祉資金償還開始のお知らせ（別記様式第２１号）を，連帯借主

がいる場合には連帯借主に，母子父子寡婦福祉資金償還開始のお知らせ（別記様式第

２１号の２）を，連帯保証人がいる場合には連帯保証人に，母子父子寡婦福祉資金償

還開始のお知らせ（別記様式第２１号の３）を，借主が納付者とならない場合には借

主に，母子父子寡婦福祉資金償還開始のお知らせ（別記様式第２１号の４）を通知す

るものとする。 

（償還方法及び納入期限） 

第１３条 貸付金の償還方法は，月賦，半年賦及び年賦のいずれかにより行うものとする。 

２ 償還金の支払は，原則として口座振替とし，借主に対して借用書の提出までに金融機

関の承諾を得た，新潟市母子父子寡婦福祉資金償還金口座振替依頼書（新潟市母子父

子寡婦福祉資金償還金口座振替事務取扱要領（平成９年。以下「口座振替要領」とい

う。）様式）の控えを提出させること。 

３ 償還金の納入期限は，各月の末日とする。ただし，その日が１２月３１日にあたると

きは，１月４日とする。又，上記の納期限が，国民の祝日に関する法律（昭和２３年

法律第１７８号）に規定する休日，土曜日，日曜日に当たるときは，これらの日の翌

日とする。 

４ 各償還方法の納入期限は次のとおりとする。 



（１） 月賦償還にあっては，据置期間を経過した日の属する月の翌月の末日とする。

（前項ただし書準用） 

（２） 半年賦償還にあっては，据置期間が満了した後，さらに６か月を経過した日

の属する月の末日とする。（前項ただし書準用） 

（３） 年賦償還にあっては，据置期間が満了した後，更に１２か月を経過した日の

属する月の末日とする。（前項ただし書準用） 

  （調定事務） 

第１４条 市長は，調定一覧表に基づき調定決議を行う。 

２ 調定は，新規に償還が開始するものは償還開始月に当該年度末までの償還金額を，継

続償還中のものは月賦償還の場合は毎年度４月に年間分を一括調定し，半年賦及び年

賦償還の場合は，当該納入期限の到来する月に当該年度末までの償還金額を調定する

ものとする。 

 （納入通知書） 

第１５条 市長は，調定に基づき，納入通知書を発行して納付者に送付する。 

２ 口座振替により納付する場合は，口座振替要領の規定に基づき行うこととする。 

３ やむを得ない理由によって償還金の分納を希望する場合は，債務承認・分割納付誓約

書兼同意書（別記様式第２２号様式）を提出させ，納入通知書を分割して納付者へ送

付するものとする。 

（償還方法等の変更，繰上償還等） 

第１６条 区役所健康福祉課長は，償還期間中に償還方法等の変更及び繰上償還等の申し

出があったときは，借主等より次に掲げる書類を提出させ，内容を審査し，結果を通

知すること。 

（１） 償還方法等の変更 

区役所健康福祉課長は，借主等より償還方法等の変更の申し出があったときは，母

子父子寡婦福祉資金償還方法等変更申請書（細則別記様式第２１号）を提出させ，そ



の事由がやむを得ない場合に限り承認すること。この場合において，母子父子寡婦福

祉資金償還方法等変更承認通知書（別記第２３号様式）により借主に通知するものと

する。 

（２） 繰上償還 

 借主等から，令第８条第３項ただし書，令第３１条の６第３項ただし書又は令第３

７条第３項のただし書の規定による償還金の繰上償還をする旨の申出があったときは，

母子父子寡婦福祉資金繰上償還申請書（細則別記様式第２０号）を提出させ，申請の

期限内に償還が可能であることを確認し，その理由が適当であると認めたときは，母

子父子寡婦福祉資金繰上償還決定通知書（別記様式第２４号）により借主に通知し，

残余元金に当該償還の日までの利子を合算した額を徴収することとする。 

 （３） 一時償還 

 令第１６条（令第３１条の７及び令第３８条において準用する場合を含む。）各号

に掲げる場合のいずれかに該当したことにより一時償還を決定したときは，母子父子

寡婦福祉資金貸付金一時償還決定通知書（別記様式第２５号様式）により借主に一時

償還を請求するものとする。 

（納付者の変更） 

第１７条 区役所健康福祉課長は，償還期間中に，納付者を変更する申し出があったとき

は，旧納付者又は新納付者より納付者変更届（別記様式第２６号様式）を提出させる

こと。 

（償還金の支払猶予） 

第１８条 令第１９条（令第３１条の７又は令第３８条において準用する場合を含む。）

の規定により償還金の支払猶予を希望する場合は，母子父子寡婦福祉資金償還金支払

猶予申請書（細則別記様式第１９号）に，その理由を証明する書類として次に掲げる

書類を添付させること。 

（１） 災害，盗難，疾病，負傷 



ア 災害の場合 市町村長の発行する被災証明書 

イ 盗難の場合 警察署長の証明書 

ウ 疾病負傷の場合 医師の診断書及び申立書 

（２） 大学等就学 

在学証明書又は修業証明書 

（３） その他やむを得ない理由 

自己の責めに帰らざる理由により納入期限に償還できないことを証明する書類。た

だし，その他やむを得ない理由とは，次の各号に該当する場合に限る。 

ア 借主が生活保護法の適用を受け，同法に基づく収入認定の際，当該償還金がそ

の他の必要経費として控除されなかったとき。  

イ 誠意をもって事業を行ったにもかかわらず，営業不振となり事業をやめ，償還

金を納入期限までに納付することができなかったと認められるとき。  

ウ 借主及び連帯借主に償還能力が無く，借主又は連帯借主以外の者が償還金を納

入している場合で，その者から償還金を徴収することが困難であると認められる

とき。 

エ 借主に係る世帯の生計を維持するための収入を得る者が，失業・失職等したこ 

とにより，生活が困難になったと認められるとき。 

２ 令第１９条第１項ただし書（令第３１条の７又は令第３８条において準用する場合を

含む。）の規定により，連帯借主においても当該償還金を支払うことができない場合

には，これを証する書類とともに理由書を提出させること。 

３ 支払猶予期間は１年以内とし，さらにその事由が継続し，特に必要がある場合は，

改めて猶予の手続きをとること。ただし，前２項第２号に該当する場合にあたっては，

その在学期間について猶予できるものとする。 

４ 支払猶予を決定したときは，母子父子寡婦福祉資金償還金支払猶予決定通知書（別

記第２７号様式）により借主に通知するものとする。 



 （償還の免除） 

第１９条 借主が死亡し，又は精神若しくは身体に著しい障がい（障がいの程度が労働能

力の喪失又は労働能力に著しい制限を及ぼすと認められるものをいう。）を受け，連

帯借主及び連帯保証人にも支払能力がなく，貸付金を償還することができなくなった

と認められるときは，議会の議決を経て，当該貸付金の償還未済額の全部又は一部を

免除することができるものとし，償還免除申請には次に掲げる書類を添付させること。 

（１） 死亡の場合 除籍正本 

（２） 精神又は身体の障がいによる場合 医師の診断書 

（３） その他連帯借主，連帯保証人及びそれらの相続人が償還できない理由を証する

もの 

２ 償還免除が決定された場合（議会で議決された場合をいう。）は，母子父子寡婦福祉

資金償還免除決定通知書（別記様式第２８号）を，償還免除が承認されない場合は，

母子父子寡婦福祉資金償還免除不承認通知書（別記様式第２９号）を当該申請者に交

付するものとする。 

（償還完了者に対する通知） 

第２０条 区役所健康福祉課長は，貸付金の償還が完了した者に対して，母子父子寡婦福

祉資金償還完了通知書（別記様式第３０号）を送付するとともに，借用書を返還する

こと。 

第４章 滞納者に対する指導 

 （督促・催告） 

第２１条 市長は，償還金の納入期限を過ぎても納入がない場合は，地方自治法施行令

（昭和２２年政令第１６号）第１７１条の規定により母子父子寡婦福祉資金督促状

（別記様式第３１号）を発行し，納付者へ送付しなければならない。 

２ 市長は，前項の規定により督促状を送付してもなお納入がない場合は，年３回，母子

父子寡婦福祉資金催告状（別記様式第３２号）を発行し，納付者へ送付しなければな



らない。 

３ 前項の規定により催告状を発行する場合において，納付者以外の債務者がいるときは

その者に対して，母子父子寡婦福祉資金未償還の償還について（別記様式第３３号）

を送付するものとする。 

（違約金） 

第２２条 令第１７条（令第３１条の７又は令第３８条において準用する場合を含む。）

に規定する違約金は，延滞元利金額につき年３％の割合で納入期限の翌日から支払当

日までの日数により算出し，その額が１件１００円以上の場合に徴収する。 

２ 違約金の納入期限は，違約金の発生した日の属する月の翌月の月末とする。（第１３

条第３項ただし書準用） 

３ 市長は，元利償還金が収納された翌月に違約金の調定決議を行うものとし，納入通知

書を納付者へ送付する。 

４ 違約金の支払いは，納入通知書によるものとする。 

５ 政令第１７条ただし書（政令第３８条において準用する場合を含む。）の規定による

災害その他やむを得ない理由があると認められる場合とは，次に掲げる場合のいずれ

かとする。 

（１） 災害，盗難，疾病，負傷のため，借主が納入期限までに償還金を納入するこ

とができなかったと認められるとき。 

（２） 借主が生活保護法の適用を受け，同法に基づく収入認定の際，当該償還金が

その他の必要経費として控除されなかったとき。 

（３） 誠意をもって事業を行ったにもかかわらず，営業不振となり事業をやめ， 

償還金を納入期限までに納付することができなかったと認められるとき。 

（４） 借主及び連帯借主に償還能力が無く，借主又は連帯借主以外の者が償還金 

を納入している場合で，その者から違約金を徴収することが困難であると認められ

るとき。 



（５） 借主に係る世帯の生計を維持するための収入を得る者が，失業・失職等し 

たことにより，生活が困難になったと認められるとき。 

（６） その納入期限内に納入できなかった原因が，償還金を納入する者自体の責 

めに帰さないと認められるとき。 

６ 前項各号に該当することにより違約金の不徴収を申請する場合には，母子父子寡婦福

祉資金違約金不徴収申請書（別記第３４号様式）を提出させるものとし，その理由を

証明する書類として，生活費収支状況等申出書，金融機関の残高証明書及び次に掲げ

る書類を添付させるものとする。 

（１） 前項第１号の場合 

ア 災害の場合 市町村長の被災証明書 

イ 盗難の場合 警察署長の証明書 

ウ 疾病負傷の場合 医師の診断書 

 （２） 前項第２号の場合 

   収入認定の際に必要経費として控除されなかったことが分かる書類 

 （３） 前項第３号の場合 

   個人事業の開業・廃業等の届出書の写し 

 （４） 前項第４号の場合 

   借主又は連帯借主以外の者の収支状況等申出書及び金融機関の残高証明書 

 （５） 前項第５号の場合 

   借主に係る世帯の生計を維持するための収入を得る者の離職票又は求職票及び就労

したことがわかる書類又はその者に代わって世帯の生計を維持することができる者が

現れた時はその者の就労したことが分かる書類 

７ 区役所健康福祉課長は，前項の申請書の提出があったときは，速やかに必要な調査を

行い，母子父子寡婦福祉資金違約金不徴収調書（別記第３５号様式）を作成し，違約

金不徴収とするか否かを審査し決定すること。 



８ 違約金不徴収を決定したときは，母子父子寡婦福祉資金違約金不徴収決定通知書（別

記第３６号様式）により申請者に通知するものとする。 

（返納指導記録等） 

第２３条 区役所健康福祉課長は，貸付申請書及び返納指導の記録を常時整備しておかな

ければならない。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要領は，平成８年４月１日から適用する。ただし，申請書等の提出にかかる貸付

決定その他の措置は，平成８年４月１日以降に申請者から提出される申請等から適用

する。 

 （経過措置） 

２ この要領実施の際，現に旧要領に基づいて行われた申請その他の措置は，この要領の

相当規定に基づいて行われたものとする。 

附 則 

（一部改正） 

１ この要領は，平成１０年４月１日から適用する。 

附 則 

 （一部改正） 

この要領は，平成１２年１２月２１日から適用する。 

   附 則 

 （一部改正） 

この要領は，平成１７年４月１日から適用する。 

   附 則 

 （一部改正） 

 この要領は，平成１９年４月１日から適用する。 



   附 則 

 （一部改正） 

 この要領は，平成１９年１１月１日から適用する。 

   附 則 

 （一部改正） 

 この要領は，平成２４年３月３０日から適用する。 

   附 則 

 （一部改正） 

 この要領は，平成２４年８月１日から適用する。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要領は，平成２７年２月１９日から施行し，この要領による改正後の新潟市母子

父子寡婦福祉資金貸付事務取扱要領の規定は，平成２６年１０月１日から適用する。 

（経過措置） 

２ この要領の施行の際現にある改正前の新潟市母子・寡婦福祉資金貸付事務取扱要領の

規定による用紙については，当分の間，これを取り繕って使用することができる。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この要領は，平成２７年４月３０日から施行し，この要領による改正後の新潟市母子

父子寡婦福祉資金貸付事務取扱要領の規定は，平成２７年４月１日から適用する。 

（経過措置） 

２ 改正後の第２２条の規定は，改正後の第２２条に規定する違約金のうち平成２７年４

月１日以後の期間に対応するものについて適用し，当該違約金のうち同日前の期間に

対応するものについては，なお従前の例による。 

附 則 



 （施行期日） 

１ この要領は，令和２年１２月１４日から施行し，この要領による改正後の新潟市母子

父子寡婦福祉資金貸付事務取扱要領の規定は，令和２年４月１日から適用する。 

（経過措置） 

２ 改正後の第２２条の規定は，改正後の第２２条に規定する違約金のうち令和２年４月

１日以後の期間に対応するものについて適用し，当該違約金のうち同日前の期間に対

応するものについては，なお従前の例による。 

附 則 

 （一部改正） 

 この要領は，令和３年４月１日から適用する。 

附 則 

 （施行期日） 

この要領は，令和３年３月３０日から施行し，この要領による改正後の新潟市母子父

子寡婦福祉資金貸付事務取扱要領の規定は，令和２年１２月２８日から適用する。 

附 則 

 （施行期日） 

この要領は，令和５年５月２２日から施行し，この要領による改正後の新潟市母子

父子寡婦福祉資金貸付事務取扱要領の規定は，令和５年４月１日から適用する。 

 

別表 （第４条関係） 

資 金 種 別 添 付 書 類 

全 資 金 

・戸籍謄本 
・貸付金口座振替申込書（別記様式第１号） 
・所得証明書（借主及び連帯保証人） 
・納税証明書（借主及び連帯保証人） 
・生活費収支状況等申出書（別記様式第２号） 
・同意書（別記様式第３号） 
・重要事項確認書（別記様式第４号） 
・支出状況申出書（別記様式第５号） 



事 業 開 始 資 金 

・事業開始計画書（細則別記様式第２号） 
・見積書及びカタログ 
・経営相談報告書等（市指定機関発行のもの） 
・預金残高証明書 
・保証意思宣明公正証書 

事 業 継 続 資 金 

・事業継続計画書（細則別記様式第３号） 
・見積書及びカタログ 
・経営相談報告書等（市指定機関発行のもの） 
・預金残高証明書 
・確定申告書の写し 
・過去１年の実績がわかる帳簿等 
・保証意思宣明公正証書 

修 学 資 金 

・在学証明書（入学前に申請する場合は，合格通知書の写しとす

るが，入学後直ちに在学証明書を提出のこと。） 
・見積書 
・入学前貸付を希望する場合は，支払納期がわかる書類 

就 学 支 度 資 金 

・合格通知書の写し 
・見積書 
・小学校及び中学校入学に係る場合は，所得税が非課税だと分か

る書類又は特別の事情を証する書類 

技 能 習 得 

・技能習得（見込）証明書（細則別記様式第４号） 
・見積書 
・自動車運転免許取得の場合は，採用条件に運転免許が必要であ

ることを証する書類 

修 業 資 金 

・修業証明書（細則別記様式第８号） 
・自動車運転免許取得の場合は，在学証明書及び採用内定通知書

又は申立書 
・見積書 

住 宅 資 金 

・住宅計画書（細則別記様式第６号） 
・見積書 
・預金残高証明書 
・土地登記簿謄本 
・家屋登記簿謄本 
・着工前の写真 

医 療 介 護 資 金 

・医療介護資金貸付診断書（細則別記様式第７号）又は請求書 
・介護サービス利用表別表の写し又は見積書 
・特別貸付を受けようとする場合は，所得税が非課税だと分かる

書類又は特別の事情を証する書類 

就 職 支 度 資 金 ・採用決定（見込）証明書（細則別記様式第５号） 
・見積書 

生 活 ・自立支援計画書（別記様式第６号） 

転 宅 資 金 ・賃貸借契約書の写し又は使用承諾書の写し 
・見積書 

結 婚 資 金 ・婚姻を証する書類 
・見積書 

備考 次の各号に掲げる場合に該当するときは，それぞれ各号に定める書類を添付す

ること。 



１ 母又は父が扶養している子が，母又は父と別の戸籍の場合 子の戸籍 

２ 民法第８７７条の規定により現に扶養する子その他これに準ずる者のない寡婦又

は４０歳以上の配偶者のない女子の場合 所得証明書又は特別の事情を証する書類 

  ３ 申請者が児童の場合 法定代理人の同意書（細則別記様式第９号） 

  ４ 法第６条第１項第２号から第６号に該当する場合 その事情を証する書類 














































































































